
計算書類に対する注記（拠点区分用） 別紙２

平成 29年  3月 31 日現在
1頁法人名 ：社会福祉法人　健祥会

拠点区分名 ：軽費老人ホーム健祥会ヴィラ

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分において、定額法による減価償却を実施している。

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分において、定額法による減価償却を実施している。

　　③リース資産　

　　　　当拠点区分において、ファイナンス・リース取引にかかるリース資産について定額法による減価償

　　　却を実施している。

（２）賞与引当金の計上基準

　　　　当拠点区分において、決算日後最初に支給する賞与の支払いに備えるため、当該支給予定額のうち

　　　当年度に帰属する期間に相当する金額を賞与引当金に計上している。

（３）退職給付引当金の計上基準

　　①独立行政法人福祉医療機構（以下「福祉医療機構」）の退職共済制度加入者に対する退職給付引当金

　　　　当拠点区分において、毎期規約に基づき掛金として支払った金額を退職給付費用及び退職給付支出

　　　に計上しており、支払額と費用計上額を調整するための引当金を計上していない。

　　②法人独自の退職給付一時金制度に対する退職給付引当金

　　　　当拠点区分において、退職一時金の支払いに備えるために、期末在籍者に係る自己都合退職による

　　　要支給額を退職給付引当金として負債に計上しつつ、前期末残高から増加額を退職給付費用として計

　　　上している。

（４）国庫補助金等特別積立金の設定と取崩について

　　　　当拠点区分において、「社会福祉法人会計基準」（平成28年 3月31日厚生労働省令第79号、以下「

　　　会計基準」という。）に基づき、施設・設備整備に対して国庫補助金等の交付を受けている場合には

　　　当該資産部分に相当する金額を国庫補助金等特別積立金として純資産の部に計上し、当該資産部分の

　　　費用化に伴い、取崩を実施している。

（５）消費税の取扱い

　　　　当拠点区分において、消費税等の会計処理として、税込方式によっている。

２．重要な会計方針の変更

　該当する事項はない。

３．採用する退職給付制度

　当拠点区分において、退職給与規程に基づき退職一時金を支払うこととしており、その支給に備えるため

平成18年 3月31日以前から在籍する者については「福祉医療機構」が運営する社会福祉施設職員等退職手当

共済法に基づく退職手当共済制度に加入している。

　なお、平成18年 4月 1日以降採用した職員については「福祉医療機構」の制度が変更になったことに伴い

当該制度に加入していないが、従前の職員との平仄を保つために同様の水準で退職一時金を支払うこととし

ている。

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりである。

　（１）軽費老人ホーム健祥会ヴィラ拠点区分計算書類(第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の

　　　　４様式)

　（２）拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))

　　　　ア．軽費老人ホーム　健祥会ヴィラ

　　　　イ．健祥会ヴィラ　建築

　　　　ウ．健祥会デイサービスセンター

　　　　エ．認知症対応型通所介護　健祥会デイサービスセンター

　　　　オ. 配食サービス事業　健祥会デイサービスセンター

　　　　カ. 通所型介護予防事業　健祥会デイサービスセンター

　　　　キ．健祥会在宅介護支援センター川島　建築

　（３）「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて」（平成28年

　　　　 3月31日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長通知、雇児発0331第15

　　　　号・社援発0331第39号・老発0331第45号、以下「運用上の取扱い通知」という。）25(2)ウの規定

　　　　に基づき、拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))の作成は省略している。
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５．基本財産の増減の内容及び金額

　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 43,709,600 23,000,000 23,000,000 43,709,600

建物 198,427,487 372,607,936 386,937,511 184,097,912

         合  計 242,137,087 395,607,936 409,937,511 227,807,512

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当する事項はない。

７．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 20,709,600円

建物（基本財産） 112,875,405円

                             計 133,585,005円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金 3,300,000円

                             計 3,300,000円

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 629,673,531 445,575,619 184,097,912

構築物 2,173,392 366,414 1,806,978

機械及び装置 295,050 295,049 1

車輌運搬具 18,248,329 16,642,214 1,606,115

器具及び備品 41,068,865 36,031,530 5,037,335

有形リース資産 432,840 245,276 187,564

         合  計 691,892,007 499,156,102 192,735,905

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 6,894,963 0 6,894,963

         合  計 6,894,963 0 6,894,963
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１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当する事項はない。

１１．重要な後発事象

　該当する事項はない。

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項
（１）前払費用の内訳

　　　　前払費用について支払資金の範囲に含まれるものと、一年基準により長期前払費用から振り替えら

　　　れたものの内訳は以下の通りである。

(単位：円)

当年度末 前年度末

支払資金の範囲に含まれる前払費用 134,168 444,574

長期前払費用からの振替額 230,564 226,276

　　　　　　　貸借対照表計上額 364,732 670,850

（２）リース取引関係

　　①ファイナンス・リース取引

　　（ア）有形リース資産の内容

　　　　　　サーバー及びコンピューター端末機（器具及び備品）である。

　　（イ）無形リース資産の内容

　　　　　　介護報酬請求システム（ソフトウェア）である。

　　（ウ）リース資産の減価償却の方法

　　　　　　１．重要な会計方針（１)固定資産の減価償却の方法に記載のとおりである。


